
 

 

 

 

 

 

 

杉並区 

障害者活躍推進計画 

      ― 令和４年度 ～ 令和８年度 ― 

  

令和４年４月 

杉並区 



 

 

  



 

 

目  次 

 

１ 策定にあたって・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

（１）策定の目的 

（２）計画の位置付けと内容 

（３）計画期間 
 

２ 現状とこれまでの主な取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 

（１）障害者雇用率・雇用状況 

（２）これまでの主な取組 
 

３ 計画の目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６ 

（１）採用・定着に関する目標 

（２）本人満足度に関する目標 

（３）職員の障害理解に関する目標 
 

４ 取組内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 

（１）組織体制の整備と職員の意識啓発 

 ① 組織体制の整備 

 ② 職員の意識啓発 

（２）適正な職務の選定・創出 

       ① 常勤職員への対応 

 ② 会計年度任用職員への対応 

（３）職務環境の整備と支援 

 ① 職場環境の整備 

 ② 募集・採用の適正性の確保 

    ③ キャリアアップ支援 

 ④ 就労支援 

（４）その他の取組 

 ① 障害者就労施設等からの物品等の調達の推進 

 ② 障害者教育・就労機関との連携・交流 

    ③ 障害者就労施設等物品直売会等の開催 

 ④ 公共調達における事業者の評価等 
 

５ 行政委員会における計画と取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １２ 

（１）教育委員会事務局 

（２）選挙管理委員会事務局 

（３）監査委員事務局 

（４）農業委員会事務局 

（５）区議会事務局 
 

６ 推進体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １５ 
 

７ 資料編・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １６



- 1 - 

 

 

 
１ 策定にあたって 

 

（１）  策定の目的 

区では、障害のある職員の雇用環境を向上させるため、令和 2 年 4 月に「杉並区障

害者活躍推進計画」を策定し、相談体制の構築や、会計年度任用職員（短時間・障害

者）の公募を行うなどの取組を行ってきました。 

この度、本計画の更新時期を迎え、それぞれの職員が障害を理解し、合理的な配慮

の提供を実践できるよう職場環境を整え、障害のある職員がその障害特性や個性に応

じて能力を最大限に発揮することができるよう、新たに職場の障害理解向上に関する

目標を加え、計画を改定いたしました。 

 

（２）  計画の位置付けと内容 

障害者の雇用の促進等に関する法律第 7条の 3第 1項に基づき策定する計画としま

す。 

 

   

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

（３） 計画期間 

令和 4年度から令和 8年度までの 5年間とします。 

 

  

計画の内容 
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２ 現状とこれまでの主な取組 

 

（１） 障害者雇用率※・雇用状況 

障害者の雇用の促進等に関する法律第 40条及び同施行令第 8条に基づき、地方公共

団体の任命権者は毎年 6 月 1 日現在の任免に関する状況を厚生労働大臣に報告するこ

とが義務付けられており、本区の状況は以下のとおりです。 

なお、これについては、区の公式ホームページでも公表しています。 
※ 障害者雇用率制度は、民間企業や国、地方公共団体が障害者雇用率に相当する人数以上の障害者を雇

用しなければならない制度 

※ 区HP掲載先：杉並区公式ホームページ → 区政情報 →人事行政→ 障害者の任免状況の公表 

 

 【障害者の雇用人数と雇用率の推移】 

 
※各年 6月 1日現在の人数 
※人数には、採用後に病気や事故等により障害者手帳を交付された職員を含みます。 

 

 

    ※雇用率：「障害のある職員数/全ての常用労働者数」で算出します。ただし、常用労働者数のうち 1週30時

間未満の短時間労働者は 1人あたり 0.5人でカウントします。また、障害の重い場合は、障害のあ

る職員数を 1人あたり 2.0人でカウントします。 
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【法定雇用率の推移】 

 法定雇用率は、1960年に努力義務として導入され、1976年に義務化されて 

以降、次表のとおり見直しがされてきています。 

年 国・地方公共団体 民間企業 

昭和 51年（1976年） 1.9％ 1.5％ 

昭和 63年（1988年） 2.0％ 1.6％ 

平成 10年（1998年） 2.1％ 1.8％ 

平成 25年（2013年） 2.3％ 2.0％ 

平成 30年（2018年） 2.5％ 2.2％ 

令和 3年（2021年） 2.6％ 2.3％ 

 

【令和 3 年 6 月 1 日現在の障害者の雇用状況】 

区 分 人 数 内 訳 

常勤職員 49名 
身 体  41名 

精 神   8名 

再任用 9名 身 体   9名 

会
計
年
度
任
用
職
員 

一 般 3名 身 体   3名 

短時間 24名 

身 体   4名 

精 神  14名 

知 的   6名  

合 計 85名 
内訳 

身体 57名、精神 22名、知的 6名 

 ※上記人数は、区長部局に加え教育委員会など行政委員会に在籍する職員を含みます。 
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（２） これまでの主な取組 

  令和 2年 4月に策定した計画に基づき、以下の取組を行ってきました。 
 

 障害者職業生活相談 

    障害者職員や配属課職員向けに障害者職業生活相談を実施し、障害者職員からは就

労生活全般の相談、配属課からは主に勤怠や仕事の提供内容等の相談がありました。 

その他に関係機関との情報共有やケア会議などへも参加しています。 

相談者 
令和 2年度 

（7月～3月） 

令和 3年度 

（4月～12月） 

障害者職員 106件 169件 

配属課 13件 24件 
      ※P16「７資料編 障害者職業生活相談集計（障害別区分・相談内容別区分）」参照 

       ※令和 2年 7月から相談件数の集計を開始 
 

職員に対する就労支援 

① 会計年度任用職員（短時間・障害者）向けの研修実施 

職員同士の交流や就労へのモチベーションを高めることを目的に、以下の研修を実

施しています。 

〇採用後本配属までの研修 
〇全体研修 

実施年度 内容 参加人数 

令和 2年度 
「働き続けるために大事にしたいこと」 

～仕事はつづくよどこまでも～ 
18名 

令和 3年度 

（第 1回） 

「働き続けるために大事にしたいこと」 

～コミュニケーション力を高めよう～ 
22名 

令和 3年度 

（第 2回） 

「職場でのコミュニケーションについて」 

～楽しく仕事を続けるために～ 
22名 

参加者からは、「悩んでいるのは自分だけではないと実感できた」「コミュニケーション力を高める

努力を続けたい」などの感想が寄せられました。 

 

② 余暇交流会の実施 

職員同士のつながりを深めるため、令和 3年度から 2か月に 1回実施しています。 

実施月 内容 参加人数 

6月 「ボッチャ大会」 8名 

8月 「ゲーム大会・おしゃれを楽しもう」 9名 

12月 「ボッチャ大会」 10名 
  ※P17「７資料編 余暇交流会通信」参照 

  ※令和 3年 10月、令和 4年 2月はコロナの影響により実施を延期 
 

 配属課に対する就労支援 

① 受け入れの手引きの配布 

障害者職員配属課に配布しています。 

※P18「７資料編 障害者職員受入れの手引き」参照 
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② 配属課向けの仕事に関する調査の実施 

      令和 3年 8月、会計年度任用職員（短時間・障害者）配属課向けに調査を実施し
ました。会計年度任用職員（短時間・障害者）の現在の仕事内容、今後依頼したい
仕事、仕事の提供で工夫していることや困りごと等を調査し、回答課は 20課（回収
率 100％）でした。 
調査結果では、今後依頼したい仕事にパソコンの文字入力を希望する回答が多く、

仕事の提供では、日々の作業指示に工夫をしている課が多くみられるほか、日々取
り組める一定量の仕事の確保が困難となっていることがわかりました。 

 

③ 配属課担当職員向け情報共有会の実施 

    令和 3年 12月、会計年度任用職員（短時間・障害者）配属課の担当係長（職員）
向けに情報共有会を実施しました。区における障害者雇用の現状や障害特性につい
ての説明のほか、事例紹介やグループ討議を通して、受け入れにおける課題や工夫

している点などを共有しました。 
 

 障害理解に関する研修支援 

① 係長職昇任者向け研修の実施 

令和元年度から、係長職昇任者に対し障害者差別解消関連の研修を実施しています。 

実施年度 内容 参加人数 

令和元年度 
事例から学ぶ障害者差別解消法 
～自治体職員の適切な対応とは～ 

98人 

令和 3年度 
障害のある方と共に働く 
～障害者ではなく就労者として生きやすい
と実感できる職場環境を目指して～ 

55人 

令和 4年度 

（予定） 
障害者への合理的配慮を考える 
～こんなとき係長としてあなたならどうする?～ 

― 

※ 新型コロナウイルス感染症拡大のため令和 2年度は研修を中止 
 

② 新任研修の実施 

新任研修のプログラム「人権」の中で、障害者をテーマとした内容を扱っています。 
 

その他 

① 障害者活躍推進計画に関する職員アンケートの実施 

令和 2年度、3年度に、各職場での障害のある職員の受け入れにあたっての状況や
障害のある職員自身の声などを確認し、より良い職場環境につなげていくため、職
員アンケートを実施しました。 ※P19～27「7資料編 職員アンケート結果のまとめ」参照 
 

② 広報活動の実施 

  障害者雇用制度の変更について、区りえい人（R2.9.25 №494）に掲載しました。 

 ※P28「７資料編 区りえい人」参照 
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３ 計画の目標 

 

（１） 採用・定着に関する目標 

官公庁における法定雇用率は、令和 3年 4月から、現行の 2.5％から 2.6％に引き上

げられました。一方、特別区では、昭和 56年 11月の区長会で、障害者雇用率の目標を

3％とすることを決定しています。 

この区長会決定の目標を達成するために、段階的に障害のある職員の配属先を確保

しながら、障害のある職員の退職者数を上回る職員の採用を目指していきます。 

また、雇用率の向上には、定着率を向上させていくことも重要です。厚生労働省の「合

理的配慮指針」等を踏まえ、事業主が障害のある労働者それぞれの持つ能力を有効に発

揮できるよう職場環境の整備などを行うことにより、定着率の向上を目指していきま

す。以上のことを踏まえ以下の通り目標を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和 2 年度、3 年度の雇用実績と 1 年後の定着率】 

   
令和 2年度 令和 3年度 

採用数 
1年後 

定着者数 

1年後 

定着率 
採用数 

1年後 

定着者数 

1年後 

定着率 

常勤 2名 2名 100％ 2名 2名 100％ 

会計年度 

任用職員 
10名 9名 90％ 6名 6名 100％ 

計 12名 11名 91.7％ 8名 8名 100％ 

  ※ 令和 2年度から会計年度任用職員の一般公募採用を開始しました。採用数にはチャレンジ雇用からの 

再合格者を含みます。 

※ 民間の障害者求人における就職 1年後の定着率は、70.4％となっています。 

  （「障害者の就業状況等に関する調査研究」2017年 4月 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援 

  機構障害者職業総合センター） 

 

    

 

障害者雇用率 

令和８年度 

目標 

3.0％ 

令和３年度 

現在 

2.63％ 

 

採用後１年後の定着率 

令和８年度 

目標 

100％ 

令和３年度 

現在 

100％ 
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（２） 本人満足度に関する目標 

定着率の向上には、障害のある職員が自らの仕事や職務環境に対して高い「満足度」

をもつことが必要です。令和 2年度、3年度に実施した障害者活躍に関連したアンケー

トの結果は以下のとおりです。 
 

    ① 現在の職場環境（通路の広さ、段差解消など）に満足しているか。 

        

 

 

 

 

「満足、やや満足」：令和 2年度：64.8％ → 令和 3年度:61.4％ 
  

② 現在の職場のコミュニケーションや人間関係に満足しているか。 

           

   「満足、やや満足」：令和 2年度：72.6％ → 令和 3年度:73.9％ 
 

③ 現在の職場に対する全体的な満足度 

            

「満足、やや満足」:令和 2年度:75.3％ → 令和 3年度は 68.6％ 
 

   この結果を踏まえ、令和 8年度の調査における①～③の設問に対する「満足、やや

満足」と回答する人の割合の目標を以下のとおり設定します。 

 

  

令和 2 年度 令和 3 年度 

令和 2 年度 

令和 2 年度 

令和 3 年度 

令和 3 年度 

 

「満足、やや満足」の回答率 

令和８年度 目標 
 

80％ 

令和３年度 現在 

①61.4％ 
②73.9% 
③68.6％ 
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（３） 職員の障害理解に関する目標 

障害者が配属されている職場だけでなく、すべての職員が障害を理解し、合理的配慮

の提供を実践できるようにすることは、働く職員の職場環境を整えるだけでなく、来庁

者等へのサービス向上につながります。特に障害者差別解消法のもと、行政は障害者へ

の不当な差別的取り扱いの禁止と合理的配慮の提供が義務化されています。 

「合理的配慮」という言葉の周知度を測るため職員に実施した、令和元年 12月の「障

害者差別解消法及び杉並区職員対応要領に関する職員アンケート」及び令和 3 年 12 月

の「障害者活躍推進計画に関する職員アンケート」の結果は以下のとおりでした。 

 

「合理的配慮」という言葉の周知度  
 
令和元年 12 月のアンケート 

 

 

 令和 3 年 12 月のアンケート 

 

 

※令和元年１２月実施のアンケートから、質問内容を一部変更して令和３年１２月のアンケートを実施しました。 

 

この結果を踏まえ、令和 8年度の調査における、「合理的配慮を知っている」と回答す

る人の割合の目標を以下のとおり設定します。 
 

   

  

 

「合理的配慮を知っている」の回答率 

令和８年度 

目標 

100％ 

令和３年度 

現在 

58.2％ 
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４ 取組内容 

 

（１）  組織体制の整備と職員の意識啓発 

障害のある職員が、日々の仕事を通じて各自の能力を発揮し活躍できるよう、以下の

とおり体制を整備していきます。 

① 組織体制の整備 

人事・障害者部門 

 〇 障害者雇用推進者※1として総務部人事課長を選任する。（令和元年 9月 6

日に選任済み） 
 

 〇 障害者職業生活相談員※2 として、障害者生活支援課の就労支援担当を選

任する。（令和元年 9月 6日に選任済み） 
 

所属長 

 〇 障害者の雇用の促進等に関する法律の趣旨に即し、また合理的配慮指針に

基づき、障害のある職員へのヒアリングを行いながら、日々の業務がスム

ーズに進行するよう配慮する。 
 

※1 障害者の雇用の促進等に関する法律施行日に基づき、国及び地方公共団体に設置が義務付けら 

れている。 

※2 同法に基づき、国及び地方公共団体に設置が義務付けられている。障害者の職業生活に関する相 

談、指導について実務経験を有する者などが就き、都道府県の労働局長に届け出が必要となる。 

 

② 職員の意識啓発 

人事・障害者部門 

 〇 関係部署と連携し、全課、全管理職を対象に、障害特性や合理的配慮に関

する理解促進、啓発のための研修会を実施する。 
 

 〇 障害のある職員が配置されている職場の職員に対して、定期的に情報共有

会を実施する。 
 

 〇 令和 2 年度に作成した「障害者職員受入れの手引き」を定期的に全職員に

周知し、啓発を行う。 
 

所属長 

 〇 職場の係会等を活用して課内全職員を対象とする研修を実施し、障害に関

する理解促進、啓発を行う。 
 

全職員 

 〇 日頃から、国や他自治体の動向に関心を持つとともに、共生社会実現の視

点に立ち、障害のある職員の理解を深める。 
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（２） 適正な職務の選定・創出 

     障害のある職員が各自の能力や適性に応じて活躍できるよう仕事の選定・創出に努

めます。 

① 常勤職員への対応 

〇 

 

人事課及び障害者生活支援課は、採用前面談にて要配慮事項等を本人から聞

き取り、その内容を配置課と共有し、その後も定着に向けた相談に応じます。 
 

〇 所属長は、障害のある職員が担当している仕事の業務量や適性について、適

切か否か面談を通じて、把握します。 
 

〇 所属長は、分担した業務が職員にとって過度なもの（もしくは過小なもの）

である場合、随時分担の見直しを行います。 
 

 

② 会計年度任用職員への対応 

〇 人事課及び障害者生活支援課は、会計年度任用職員を採用後、区における業

務の基本事項について、一定期間研修・OJT等を行います。 
 

〇 その後、本人の希望や適性を見極めながら、人事課が会計年度任用職員を各

課に配置していき、事務補助や軽作業に従事させます。 
 

〇 会計年度任用職員の 1日の勤務時間は 6時間を基本とし、就業時間は本人の

体調にも考慮し柔軟に対応していきます。 
 

〇 各課は、課内又は部内の各課とも調整しながら、障害のある会計年度任用職

員に適した仕事を選定・創出します。 
 

    

（３）  職務環境の整備と支援 

これまで多目的トイレ整備やトイレの洋式化、自動水栓化を進めてきましたが、ハー

ド面に留まらず、関係部署と協議をしながら障害のある職員が利用しやすい職務環境

づくりを進めていきます。 

① 職場環境の整備 

〇 庁舎内及びその敷地等においてバリアフリー化を進めていきます。 

〇 障害のある職員に、どのような配慮が必要か把握し必要な措置を講じます。 
※ バリアフリートイレの整備 ： 本庁舎で 6箇所を整備済み 
※ トイレの洋式化        ： 本庁舎で 35箇所を整備済み 

※ トイレの自動水栓化     ： 本庁舎で 87台を整備済み 
 

 

② 募集・採用の適正性の確保 

〇 募集・採用にあたっては、以下のような特定の条件を付すことは行いません。 

・特定の障害を排除し、又は特定の障害に限定する。 

・自力で通勤できることといった条件を設定する。 

・介助者なしで業務遂行が可能といった条件を設定する。 

・「就労支援機関に所属・登録しており、雇用期間中支援が受けられること」

といった条件を設定する。 

・特定の就労支援機関からのみの受け入れを実施する。 
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〇 会計年度任用職員については、令和 2年度採用から、広く障害のある方を対

象とした事務補助の募集（公募）を開始しました。 

 

③ キャリアアップ支援 

常勤職員 

 〇 主任、係長、管理職の昇任について、意欲・能力がある職員には個別の面

談等で昇任選考の受験を勧奨していきます。 
 

会計年度任用職員 

 〇 年齢制限など受験資格を満たし、かつ受験を希望する職員には、特別区人

事委員会が実施する採用選考（常勤職員）の受験を勧奨していきます。 
 

 

④ 就労支援 

〇 採用後の一定期間は、本人の要望に応じて不安や要望があれば、所属長、人

事課、支援機関などによる面談を実施し解決に努めます。 
 

〇 配属先では随時本人の健康状況の把握や体調面での不安の有無について確

認し、必要に応じて人事課と連携して対応します。また、障害者生活支援課

に相談窓口を設け、障害者職業生活相談員が随時相談を受け付けます。 
 

〇 採用後に疾病や障害などにより中途障害者となった場合は、円滑な職場復帰

のために必要な人事異動や職場の環境整備を実施します。また、復帰後も必

要に応じて面談を実施するなど精神的なケアを行っていきます。 
 

 

（４） その他の取組 

  区では職員の障害者雇用を推進するほか、以下の取組を通じて障害者が活躍する場の

拡大を推進していきます。 

 ① 障害者就労施設等からの物品等の調達の推進 

毎年策定する「杉並区障害者就労施設等からの物品等調達方針」に基づく障害者

就労施設等への発注等を通じて、障害者の活躍の場の拡大を推進していきます。 

 

② 障害者教育・就労機関との連携・交流 

就労を目指す障害者の幅広い職業選択に資するため、職場体験や実習の受け入

れを積極的に行っていきます。 

 

③ 障害者就労施設等物品直売会等の開催 

障害者就労施設等が生産・加工・製作した物品の直売会の開催や、区のイベント

でのカタログ配布などを通じ、当該施設等における民需拡大に貢献していきます。 

  

 ④ 公共調達における事業者の評価等 

民間事業主における障害者の活躍を促進するため総合評価入札方式等において

雇用する障害者数が法定雇用障害者数以上である場合、又は雇用義務がない事業

者で障害者を雇用している場合、評価点の加点対象とする取組を行っていきます。 
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５ 行政委員会における計画と取組 

 

（１） 教育委員会事務局    

計画期間 令和 4年度から令和 8年度までの 5年間 

障害者雇用

に関する現

状 

教育委員会事務局は、区長部局で採用した職員が事務従事発令を受け

て事務を執行しているほか、小・中・特別支援学校及び子供園において

は独自に学校事務、栄養士等の会計年度職員採用を行っています。 

また、本区独自の採用として、約 60 名の区教諭（現在は採用なし）

が働いています。 

職員数は、常勤、非常勤職員合わせて換算後 692.5名、そのうち障害

者の人数は換算後 8.5人で、障害者雇用率は 1.36％となっています。 

障害者雇用率については、日々の業務において区長部局と緊密な関係

があることから、区長部局の人数と合わせて算出する特例の認定を東京

都労働局長宛てに申請し認められているところです。 

目標 

〇採用に関する目標 

 会計年度任用職員の障害者採用については、区長部局で採用された職

員が事務従事により事務局で勤務する形をとっていることから、独自

の目標設定は行いません。 

〇定着に関する目標 

会計年度任用職員の採用 1年後の定着率 100％を目指します。 

取組内容 

〇障害者雇用推進者：庶務課長を選任します。 

〇障害者職業生活相談員：ほとんどの職員の任用管理を区長部局と一体

で行っていることに鑑み、区長部局の職業生活相談員と一体で運用を

行います。 

〇障害のある職員が配属となった場合には、定期的に実施する目標申告

面談の際、必要な配慮等の内容を把握して検討し、必要な措置を講じ

ます。 

〇なお、措置を講じるにあたっては、障害者からの要望を踏まえつつも、

過重な負担にならない範囲で適切に実施します。 

その他 この他の取組内容等は、区長部局に準じます。 
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（２） 選挙管理委員会事務局    

計画期間 令和 4年度から令和 8年度までの 5年間 

障害者雇用

に関する現

状 

選挙管理委員会事務局は、職員総数 10名程度の小規模な組織であり、

障害者を含む職員採用は独自では行っておらず、区長部局で採用した職

員が事務従事発令を受けて事務を執行するという形となっています。 

人事異動により障害者が配属となった場合も、個別の対応により特段

の問題は生じてはいないところですが、これからも、区長部局と連携を

図りながら体制整備に努めてまいります。 

目標 
事務局としての採用は行っておらず、すべての職員が人事異動による

配属であることから、独自での目標設定は行いません。 

取組内容 

〇障害者雇用推進者：選挙管理委員会事務局長を選任します。 

〇障害者職業生活相談員：事務局の職員数が少数であることから、区長

部局の職業生活相談員と一体で運用を行います。 

〇障害のある職員が配属となった場合には、定期的に実施する目標申告

面談の際、必要な配慮等の内容を把握して検討し、必要な措置を講じ

ます。 

〇なお、措置を講じるにあたっては、障害者からの要望を踏まえつつも、

過重な負担にならない範囲で適切に実施します。 

その他 この他の取組内容等は、区長部局に準じます。 

 

（３） 監査委員事務局    

計画期間 令和 4年度から令和 8年度までの 5年間 

障害者雇用

に関する現

状 

監査委員事務局は、職員総数 10 名程度の小規模な組織であり、障害

者を含む職員採用は独自では行っておらず、区長部局で採用した職員が

事務従事発令を受けて事務を執行するという形となっています。 

人事異動により障害者が配属となった場合も、個別の対応により特段

の問題は生じてはいないところですが、これからも、区長部局と連携を

図りながら体制整備に努めてまいります。 

目標 
事務局としての採用は行っておらず、すべての職員が人事異動による

配属であることから、独自での目標設定は行いません。 

取組内容 

〇障害者雇用推進者：監査委員事務局次長を選任します。 

〇障害者職業生活相談員：事務局の職員数が少数であることから、区長

部局の職業生活相談員と一体で運用を行います。 

〇障害のある職員が配属となった場合には、定期的に実施する目標申告

面談の際、必要な配慮等の内容を把握して検討し、必要な措置を講じ

ます。 

〇なお、措置を講じるにあたっては、障害者からの要望を踏まえつつも、

過重な負担にならない範囲で適切に実施します。 

その他 この他の取組内容等は、区長部局に準じます。 
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（４） 農業委員会事務局    

計画期間 令和 4年度から令和 8年度までの 5年間 

障害者雇用

に関する現

状 

農業委員会事務局は、職員総数 5名程度の小規模な組織であり、障害

者を含む職員採用は独自では行っておらず、全職員が産業振興センター

職員との兼務となっています。区長部局で採用した職員が事務従事発令

を受けて事務を執行するという形となっています。 

人事異動により障害者が配属となった場合も、個別の対応により特段

の問題は生じてはいないところですが、これからも、区長部局と連携を

図りながら体制整備に努めてまいります。 

目標 
事務局としての採用は行っておらず、すべての職員が人事異動かつ兼

務による配属であることから、独自での目標設定は行いません。 

取組内容 

〇障害者雇用推進者：農業委員会事務局長を選任します。 

〇障害者職業生活相談員：事務局の職員数が少数であることから、区長

部局の職業生活相談員と一体で運用を行います。 

〇障害のある職員が配属となった場合には、定期的に実施する目標申告

面談の際、必要な配慮等の内容を把握して検討し、必要な措置を講じ

ます。 

〇なお、措置を講じるにあたっては、障害者からの要望を踏まえつつも、

過重な負担にならない範囲で適切に実施します。 

その他 この他の取組内容等は、区長部局に準じます。 

 

（５） 区議会事務局    

計画期間 令和 4年度から令和 8年度までの 5年間 

障害者雇用

に関する現

状 

区議会事務局は、職員総数 20 名程度の小規模な組織であり、障害者

を含む職員採用は独自では行っておらず、区長部局で採用した職員が事

務従事発令を受けて事務を執行するという形となっています。 

人事異動により障害者が配属となった場合も、個別の対応により特段

の問題は生じてはいないところですが、これからも、区長部局と連携を

図りながら体制整備に努めてまいります。 

目標 
事務局としての採用は行っておらず、すべての職員が人事異動による

配属であることから、独自での目標設定は行いません。 

取組内容 

〇障害者雇用推進者：区議会事務局次長を選任します。 

〇障害者職業生活相談員：事務局の職員数が少数であることから、区長

部局の職業生活相談員と一体で運用を行います。 

〇障害のある職員が配属となった場合には、定期的に実施する目標申告

面談の際、必要な配慮等の内容を把握して検討し、必要な措置を講じ

ます。 

〇なお、措置を講じるにあたっては、障害者からの要望を踏まえつつも、

過重な負担にならない範囲で適切に実施します。 

その他 この他の取組内容等は、区長部局に準じます。 
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６ 推進体制 

 

  杉並区障害者活躍推進委員会において、計画の進捗状況の確認や改善策の検討を行

い、計画の実効性を確保するとともに、必要に応じて支援策の見直しを行い、計画の推

進を図ります。 

また、本計画の取組状況や実績等については、職員に周知するとともに、区公式ホ

ームページを通じて公表します。 

 ※ 区 HP掲載先 ： 

杉並区公式ホームページ → 区政情報 →人事行政→ 杉並区障害者活躍推進計画 
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７ 資料編 

 

 障害者職業生活相談集計（障害別区分・相談内容別区分）  

 

  

＜障害者職業生活相談＞※全て延相談回数

相談者区分（障害者職員・配属課・その他関係機関等）

〇令和２年度（7月～３月） 〇令和３年度（4月～12月末時点）

ケア会議

回数 回数

障害別区分（障害者職員・配属課・その他関係機関等）

〇令和２年度（7月～３月） 〇令和３年度（4月～12月末時点）

回数 回数

相談内容別区分（障害者職員・配属課・その他関係機関等）※２つ以上の相談内容がある場合はそれぞれの項目に計上

〇令和２年度（7月～３月） 〇令和３年度（4月～12月末時点）

回数

仕事 健康

52 39 42

仕事 健康 人間関係

43

その他その他

141 95 52回数 47

人間関係

身体 知的 精神
身体・

知的

知的・

精神

7 38 140 14 16

身体 知的 精神
身体・

知的

知的・

精神

4 22 70 8 27

ケア会議 関係者会議

7 5

本人 配属課職員

106 13

関係者会議 その他

5 4

本人 配属課職員

169 24 13

身体

3%

知的

17%

精神

53%

身体・知的

6%

知的・精神

21%

仕事

30%

健康

22%

人間関係

24%

その他

24%

本人

81%

配属課職員

10%

ケア会議

5%

関係者会議

4%

本人

79%

配属課職員

11%

ケア会議

6%

関係者会議

2% その他

2%

身体

3%

知的

18%

精神

65%

身体・知的

7%

知的・精神

7%

仕事

42%

健康

28%

人間関係

16%

その他

14%
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 余暇交流会通信  
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 障害者職員受入れの手引き  
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 職員アンケート結果のまとめ  
 

ア ン ケ ー ト 名 ： 令和 2 年度 障害者活躍推進計画に関する職員アンケート 

アンケート期間 ： 令和 3 年 2 月 18 日～令和 3 年 3 月 5 日 

対 象  ： 課長級以下の常勤職員・再任用職員・会計年度任用職員 

回 答 者 数 ： 3,491 人（回答率 82.4%） 
 

１ 障害者手帳を持っている職員の回答 

【概要】 

■障害者活躍推進計画について 

  「知っている」と「名前だけ知っている」の合計は 68.3％であり、認知度は比較

的高い。 
 

■障害者職業生活相談について 

 「知っている」割合は 54.9%で、半数以上は知っている。しかし、「実際に利用し

たことがある」割合は全体の 12.2%であり、「知っている」者 45人のうち 10人に

留まり、割合は 22.2％となっている。 
 

■設問 2、3 現在の職場環境（通路の広さ、段差解消等）の満足度、不満に思う理由 

  「満足」と「やや満足」の合計 64.8%に対し、「やや不満」「不満」の合計は 16.3%

である。 

    不満に思う理由としては、通路や執務室の狭さが多く挙げられている。 
 

■設問 4、5 現在の職場のコミュニケーションや人間関係の満足度、不満に思う理由 

  「満足」と「やや満足」の合計 72.6%に対し、「やや不満」「不満」の合計は 6.9%で

あり、満足している割合は高い。 

  不満に思う理由としては、能力以上の業務を求められることに対して不満に思う声

がある一方、単純業務だけでなく、より働き甲斐のある業務を求める声もあった。 
 

■設問 6、7 現在の職場に対する全体的な満足度、不満に思う理由 

  「満足」と「やや満足」の合計 75.3%に対し、「やや不満」「不満」の合計は 9.6%で

あり、満足している割合は高い。 

  不満に思う理由としては、ハード面、業務量についての声がある一方、周囲に気を

使うことに対して気疲れしてしまうといった声もあった。 
 

■設問 8、9 設問 8 現在の職場で、働くために必要な配慮を受けているか、どのような配慮

がないと感じるか 

   「必要な配慮を受けている」の 73.5％に対し、「配慮が必要・不十分」と感じる割

合は 11.8%で、必要な配慮を受けていると感じる割合は高い。 

  配慮がないと感じる事例としては、体力面についての回答が複数あった。また、そ

もそも障害があることを申告していない、上司以外知らないなど、障害について職

場で打ち明けていない状況も一部ある。 
 

■設問 10 働き続けるうえで、自分にとって必要なこと（複数回答） 

  「庁内に気軽に相談できる人がいること」が 53.7%と最も高く、次いで「仕事中に上

司や同僚からの適度な声掛け（雑談も含む）があること」40.2%であり、コミュニケー

ションを重視する割合が高い。一方で、「面談」や「スキルアップのための研修」、「障

害者同士での話す機会」といった、特別に設ける機会については低い傾向にある。 
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【集計データ】 

 
  

設問１　

■障害者手帳の有無

有 82

■勤務形態

フルタイム 短時間 無回答 再任用計 フルタイム 短時間 無回答 会計年度計

人数 53 2 1 1 4 4 16 3 23 2 82

割合 64.6% 2.4% 1.2% 1.2% 4.9% 4.9% 19.5% 3.7% 28.0% 2.4% 100.0%

■職層 単位：人（以下、同じ）

主任以下 係長級 課長級 無回答 合計

人数 63 12 2 5 82

割合 76.8% 14.6% 2.4% 6.1% 100.0%

■職種

事務系 福祉系
一般

技術系
医療

技術系
無回答 合計

人数 59 12 4 2 5 82

割合 72.0% 14.6% 4.9% 2.4% 6.1% 100.0%

■勤続年数

～５年目 ～10年目 ～15年目 ～20年目 ～25年目 ～30年目 ～35年目 36年目～ 無回答 合計

人数 23 10 7 1 8 14 7 11 1 82

割合 28.0% 12.2% 8.5% 1.2% 9.8% 17.1% 8.5% 13.4% 1.2% 100.0%

■障害者活躍推進計画について

回答数 割合

1 25 30.5%

2 31 37.8%

3 26 31.7%

82 100.0%

■障害者職業生活相談について

回答数 割合

1 10 12.2%

2 35 42.7%

3 37 45.1%

82 100.0%

常勤
再任用 会計年度任用職員

合計

知っている

名称だけ知っている

知らない

合計

無回答

知っていて利用したことがある

知っているが利用したことはない

知らない

合計

30.5%

37.8%

31.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

1

2

3

12.2%

42.7%

45.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

1

2

3

○四捨五入の関係上、割合の合計が 100％にならない場合があります。 

○P21～22については、無回答を除いて集計しています。 
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設問２　現在の職場環境（通路の広さ、段差解消など）に満足しているか

回答数 割合

1 36 48.6%

2 12 16.2%

3 14 18.9%

4 7 9.5%

5 5 6.8%

74 100.0%

設問３　設問２で「やや不満」「不満」と答えた方で、不満に思うこと（抜粋）

1

2

3

4

5

設問４　現在の職場のコミュニケーションや人間関係に満足しているか

回答数 割合

1 40 54.8%

2 13 17.8%

3 15 20.5%

4 4 5.5%

5 1 1.4%

73 100.0%

設問５　設問４で「やや不満」「不満」と答えた方で、不満に思うこと（抜粋）

1

2

3

4

5

不満に思うこと

満足

やや満足

どちらでもない

やや不満

不満

合計

合計

職員数に対する執務室狭さやケーブルやコンセント等の段差等による導線の悪さ。

執務室の通路が狭く車いすや台車で通るのが難しいのと、西棟・東棟の渡り廊下を使って渡るのが大変。

階段に手すりがない箇所がある。

騒音やざわつき音。

トイレの個室の数や広さが、少なく狭いこと。

満足

やや満足

どちらでもない

やや不満

不満

不満に思うこと

障がいがあることを理解してもらっていない

時たま人間関係の難しさを感じるため。

立場を問わずコミュニケーションが不足している

単純労働だけでなく、もう少し働き甲斐のある仕事がしたい。

ペースについていけない。

48.6%

16.2%

18.9%

9.5%

6.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

1

2

3

4

5

54.8%

17.8%

20.5%

5.5%

1.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

1

2

3

4

5
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設問６　現在の職場に対する全体的な満足度

回答数 割合

1 30 41.1%

2 25 34.2%

3 11 15.1%

4 3 4.1%

5 4 5.5%

73 100.0%

設問７　設問６で「やや不満」「不満」と答えた方で、不満に思うこと（抜粋）

1

2

3

4

5

6

7

設問８　現在の職場で、働くために必要な配慮を受けているか。

回答数 割合

1 50 73.5%

2 5 7.4%

3 3 4.4%

4 10 14.7%

68 100.0%

設問９　設問８で２、３と答えた方で、どんな配慮を受けることができていないか（抜粋）

1

2

3

不満

満足

やや満足

どちらでもない

やや不満

配慮を受けているが不十分である

合計

不満に思うこと

上司への意見が通りにくい。

残業が多いため、通院がしづらい。

仕事内容には不満はないが周囲に気を使っていることがあるため、気疲れすることがある。

風通しが悪い。

休憩室が椅子ではないところが不満。

執務環境などのハード面。

体調が急変した時に休暇を取れない。

必要な配慮を受けている

配慮が必要だが受けていない

配慮が不要なため受けていない

合計

不満に思うこと

身体上、対応が難しい業務を依頼されたことがあった。対応が可能かどうかの確認をしてほしかった。

体力を使う面。

外勤が多く、移動が困難。

41.1%

34.2%

15.1%

4.1%

5.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

1

2

3

4

5

73.5%

7.4%

4.4%

14.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

1

2

3

4
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設問１０　働き続けるうえで、自分にとって必要なこと（職場の配慮）（複数回答）

回答数 割合

1 44 53.7%

2 33 40.2%

3 27 32.9%

4 22 26.8%

5 22 26.8%

6 18 22.0%

7 16 19.5%

8 14 17.1%

9 14 17.1%

10 14 17.1%

11 13 15.9%

12 4 4.9%

82 100.0%

※複数回答のため、回答数の合計ではなくアンケート回答者数とした。

作業マニュアルがあること

庁内に気軽に相談できる人がいること

仕事中に上司や同僚からの適度な声掛け（雑談も含む）があること

給与・休暇などの待遇面

仕事をスキルアップしていくための研修があること

その他

全体数（※）

障害のない職員に対して、障害の理解などを深める研修があること

休憩室があること

メンタルヘルス（心の健康）やコミュニケーショ ンに関する研修があること

職場内での定期的な面談があること

通路の拡張や段差解消などの環境が整備されていること

障害のある職員同士で話す機会があること

53.7%

40.2%

32.9%

26.8%

26.8%

22.0%

19.5%

17.1%

17.1%

17.1%

15.9%

4.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12
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２ 障害者手帳を持っていない職員の回答 

【概要】 

■障害者活躍推進計画について 

 全体では「名称だけ知っている」が 49.4%、「知らない」35.3%、「知っている」15.2%

の順であるが、職層別に見ると、職層に比例して認知度が高くなっている。 
 

■障害者職業生活相談について 

 全体では、「知らない」が 65.0%、「知っているが利用したことがない」が 34.2%、「知

っていて利用したことがある」が 0.8%となっている。認知度は職層に比例して高くな

り、課長級では、利用の有無にかかわらず、「知っている」割合は 60.0%と高い。 
 

■設問 11 会計年度任用職員（短時間・障害者）を知っているか 

  全体では、「知っている」が 71.2%と高く、職層別に見ると、職層に比例して認知度

が高くなっている。 
 

■設問 12、13、14 障害のある職員と働いたこと、障害のある職員と働いて良かったことは

あるか、どんなことが良かったか 

    障害のある職員と働いたことがある職員は全体で 46.2%だった。障害のある職員と

働いて良かったことがある割合は全体で 52.3%、内訳では「業務分担ができ、職場の

仕事がはかどる」が 52.6%となった。「その他」27.0%の自由記述では、「常に周囲のこ

とや他者への配慮を心掛けられるようになり、自身の気持ちや業務にプラスになっ

た」「障害の状況や経緯についての話を聞くことができ、視野が広がったと思う」「障

害のある職員が働きやすい職場は、他の職員にとっても働きやすい職場になると思う

(病気、育児・介護など)」といった意見があった。 

 

■設問 15、16 障害のある職員と働いて困ったことはあるか、どんなことが困ったか 

    困ったことがある割合は 30.8%、困ったことがない割合は 69.2%だった。困ったこと

の内訳では、「本人に合った業務の切り出し」が 63.1%、「コミュニケーション」が

43.2%だった。「その他」19.0%の自由記述では、「障害には様々な種類があり、その人

に合ったコミュニケーションや業務の切り出しが難しかった」「必要な配慮について本

人に確認しづらく、相談先もわからない」「不調時に、本人のモチベーションを保つの

が難しい」「個人でサポートをしようとしても、職場全体に理解がないと難しい」とい

った意見があった。  
 

■設問 17 障害がある人もない人も、働き続けるうえで必要なこと 

   「庁内に気軽に相談できる人がいること」が 62.3%と最も高く、次いで「仕事中に上

司や同僚からの適度な声掛け（雑談も含む）があること」62.1%であり、障害者手帳を

持っている職員の回答と同様、コミュニケーションを重視する割合が高い。 

 「通路の拡張や段差解消」などのハード面では、障害者手帳を持っている職員は

17.1%、障害者手帳を持っていない職員では 51.3%で、障害者手帳を持っていない職員

の方が、ハード面の整備を必要と考えている。 

 「その他」7.2%の自由記述では、「適切な人員配置」「職場の風通しの良さや、職場全体

での協力体制・バックアップ」「ワークライフバランスと仕事のやりがい」「正しく障

害理解を深め、合理的配慮を心掛けること」「専門知識のある相談先」といった意見が

あった。 
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【集計データ】 

 

  

設問１　

■障害者手帳の有無

無 3,409  単位：人（以下、同じ）

■勤務形態 ■職層

常勤 再任用 会計年度任用 無回答 合計 主任以下 係長級 課長級 無回答 合計

人数 2,322 243 819 25 3,409 人数 2,387 636 76 310 3,409

割合 68.1% 7.1% 24.0% 0.7% 100.0% 割合 70.0% 18.7% 2.2% 9.1% 100.0%

■職種

事務系 福祉系 一般技術系 医療技術系 技能系 無回答 合計

人数 1,682 1,027 311 160 98 131 3,409

割合 49.3% 30.1% 9.1% 4.7% 2.9% 3.8% 100.0%

■勤続年数

～５年目 ～10年目 ～15年目 ～20年目 ～25年目 ～30年目 ～35年目 36年目～ 無回答 合計

人数 925 556 309 205 318 350 287 415 44 3,409

割合 27.1% 16.3% 9.1% 6.0% 9.3% 10.3% 8.4% 12.2% 1.3% 100.0%

常勤

68.1%
再任用

7.1%

会計年度任用

24.0%

無回答

0.7%

勤務形態

主任以下

70.0%

係長級

18.7%

課長級

2.2%

無回答

9.1%

職層

事務系

49.3%
福祉系

30.1%

一般技術系

9.1%

医療技術系

4.7%

技能系

2.9%
無回答

3.8%

職種

27.1%

16.3%

9.1%

6.0%

9.3%

10.3%

8.4%

12.2%

1.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

～5年目

～10年目

～15年目

～20年目

～25年目

～30年目

～35年目

36年目～

無回答

○四捨五入の関係上、割合の合計が100％にならない場合があります。 

○P26～27については、無回答を除いて集計しています。 
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■障害者活躍推進計画について

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

1 1,663 49.4% 1,181 49.8% 310 49.3% 28 37.3%

2 1,189 35.3% 936 39.5% 142 22.6% 5 6.7%

3 512 15.2% 255 10.8% 177 28.1% 42 56.0%

3,364 100.0% 2,372 100.0% 629 100.0% 75 100.0%

■障害者職業生活相談について

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

1 2,183 65.0% 1,631 68.7% 310 49.8% 30 40.0%

2 1,151 34.2% 726 30.6% 305 49.0% 44 58.7%

3 27 0.8% 16 0.7% 7 1.1% 1 1.3%

3,361 100.0% 2,373 100.0% 622 100.0% 75 100.0%

設問１１　会計年度任用職員（短時間・障害者）を知っているか

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

2,389 71.2% 1,623 69.0% 497 79.0% 70 92.1%

964 28.8% 728 31.0% 132 21.0% 6 7.9%

3,353 100.0% 2,351 100.0% 629 100.0% 76 100.0%

設問１２　これまでに障害のある職員と働いたことがあるか

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

1 1,552 46.2% 1,008 42.9% 367 58.5% 57 75.0%

2 1,808 53.8% 1,344 57.1% 260 41.5% 19 25.0%

3,360 100.0% 2,352 100.0% 627 100.0% 76 100.0%

設問１３　障害のある職員と働いて良かったことはあるか

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

1,086 52.3% 701 48.7% 247 57.4% 45 77.6%

992 47.7% 739 51.3% 183 42.6% 13 22.4%

2,078 100.0% 1,440 100.0% 430 100.0% 58 100.0%

ある

ない

合計

合計

全体 主任以下 係長級 課長級

主任以下 係長級 課長級

ある

ない

知っている

知らない

合計

全体

合計

全体 主任以下 係長級 課長級

主任以下 係長級 課長級

知らない

知っているが利用したことがない

知っていて利用したことがある

名称だけ知っている

知らない

知っている

合計

全体

全体 主任以下 係長級 課長級

49.4%

35.3%

15.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

1

2

3

65.0%

34.2%

0.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

1

2

3

ある

46.2%
ない

53.8%

障害のある職員と働いたこと

ある

52.3%

ない

47.7%

障害のある職員と働いて良かったこと

71.2%

28.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

1

2
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設問１４　どんなことが良かったか（設問１３で「ある」と回答した者のみ）（複数回答）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

1 571 52.6% 385 54.9% 118 47.8% 16 35.6%

2 293 27.0% 169 24.1% 80 32.4% 17 37.8%

3 280 25.8% 152 21.7% 74 30.0% 21 46.7%

4 186 17.1% 130 18.5% 44 17.8% 3 6.7%

1,086 100.0% 701 100.0% 247 100.0% 45 100.0%

※複数回答のため、回答数の合計ではなく設問１３で「ある」と回答した者の数とした。

設問１５　障害のある職員と働いて困ったこと

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

664 30.8% 391 26.2% 193 42.9% 33 56.9%

1,495 69.2% 1,099 73.8% 257 57.1% 24 41.4%

2,159 100.0% 1,490 100.0% 450 100.0% 57 100.0%

設問１６　どんなことが困ったか（設問１５で「ある」と回答した者のみ）（複数回答）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

1 419 63.1% 237 60.6% 125 64.8% 26 78.8%

2 287 43.2% 180 46.0% 75 38.9% 11 33.3%

3 134 20.2% 69 17.6% 50 25.9% 7 21.2%

4 126 19.0% 73 18.7% 34 17.6% 6 18.2%

664 100.0% 391 100.0% 193 100.0% 33 100.0%

※複数回答のため、回答数の合計ではなく設問１５で「ある」と回答した者の数とした。

設問１７　障害がある人もない人も、働き続けるうえで必要なことは何だと思うか（複数回答）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

1 2,123 62.3% 1,458 61.1% 408 64.2% 49 64.5%

2 2,118 62.1% 1,455 61.0% 397 62.4% 48 63.2%

3 1,748 51.3% 1,177 49.3% 349 54.9% 42 55.3%

4 1,746 51.2% 1,259 52.7% 278 43.7% 30 39.5%

5 1,540 45.2% 1,015 42.5% 327 51.4% 43 56.6%

6 1,282 37.6% 967 40.5% 174 27.4% 16 21.1%

7 1,146 33.6% 797 33.4% 199 31.3% 20 26.3%

8 1,110 32.6% 778 32.6% 162 25.5% 23 30.3%

9 1,080 31.7% 756 31.7% 198 31.1% 11 14.5%

10 979 28.7% 654 27.4% 189 29.7% 19 25.0%

11 827 24.3% 586 24.5% 138 21.7% 13 17.1%

12 244 7.2% 146 6.1% 62 9.7% 11 14.5%

3,409 100.0% 2,387 100.0% 636 100.0% 76 100.0%

※複数回答のため、回答数の合計ではなくアンケート回答者数とした。

全体数（※）

仕事をスキルアップしていくための研修があること

職場内での定期的な面談があること

休憩室があること

メンタルヘルス（心の健康）やコミュニケーショ ンに関する研修があること

障害のある職員同士で話す機会があること

その他

給与・休暇などの待遇面

その他

全体数（※）

全体 主任以下

庁内に気軽に相談できる人がいること

仕事中に上司や部下、同僚からの適度な声掛け（雑談も含む）があること

通路の拡張や段差解消などの環境が整備されていること

作業マニュアルがあること

障害のない職員に対して、障害の理解などを深める研修があること

係長級 課長級

主任以下 係長級 課長級

本人に合った業務の切り出し

コミュニケーション

当日の急な休暇や遅刻等勤怠の不安定さ

ある

ない

合計

全体

区民への対応力の向上

全体数（※）

全体 主任以下 係長級 課長級

主任以下 係長級 課長級

その他

職場の雰囲気がよくなる

全体

業務分担ができ、職場の仕事がはかどる

52.6%

27.0%
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杉並区障害者活躍推進計画 
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